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お客さまの安全を守り、
安心で快適な生活を支える

良好な水環境と環境負荷の
少ない都市の実現に貢献する

エネルギー・地球温暖化対策

浸水対策

震災対策

再構築

高度処理

維持管理の充実

合流式下水道の改善

最少の経費で最良のサービスを安定的に提供する

　下水道の基本的役割に加えて、近年の社会状況等の変化に伴い、東京下水道には新たな課題
の解決が求められています。
　急速に進行する下水道施設の老朽化や近年多発する局地的な集中豪雨、今後発生が想定さ
れる首都直下地震などに対する取組に加え、東京湾をはじめ海や河川などの水質改善も進める
必要があります。さらには、下水処理の過程で大量に使用するエネルギーの削減や地球規模で
推進すべき温室効果ガスの削減など、東京下水道が取り組むべき課題は多岐にわたります。
　こうした状況を踏まえ、「東京2020大会の開催」と「その後の東京のあり方」を
見据え、下水道サービスのさらなる向上に取り組むため、平成28（2016）年度か
ら令和2（2020）年度までの5年間を計画期間とする「東京都下水道事業　経営
計画2016」を策定しました。この計画では、次の3点を経営方針としています。

経営方針１　お客さまの安全を守り、安心で快適な生活を支えます
　「汚水の処理による生活環境の改善」、「雨水の排除による浸水の防除」及び「公共用水
域の水質保全」という下水道の基本的役割を将来にわたり着実に果たし、局地的な大雨や想
定される最大級の地震へも対応できるよう、下水道の機能を向上させることで、お客さまの
安全を守り、安心で快適な生活を支えていきます。
経営方針２　良好な水環境と環境負荷の少ない都市の実現に貢献します
　良好な水環境を次世代へ引き継いでいくために、海や河川などの水質改善に取り組むとと
もに、エネルギー使用量や温室効果ガスの削減を推進することで、世界で最も環境負荷の少
ない都市の実現に貢献します。 
経営方針３　最少の経費で最良のサービスを安定的に提供します
　公営企業の経営の原点である公共性と経済性を最大限に発揮し、不断の経営効率化に努め
て経営基盤を強化するとともに、サービスの質を向上することで、将来にわたりお客さまに
最少の経費で最良のサービスを安定的に提供していきます。

６　経営計画２０１６

※P18 維持管理の
充実を参照

取付管の取替え
枝線の再構築

（硬質塩化ビニル管
への取替え）

（水位が高い幹線の下水の流れを
切り替えるための代替幹線など）

（老朽化した幹線や管内調査に基
づき対策が必要な幹線など）

（老朽化した枝線の面的な
布設替え・更生）

幹線の再構築
代替幹線の整備

下水道管の再構築 
テレビカメラなどにより下水道管内の状態を調査します。調査の結果、損傷している箇所は内部を補強する

更生工法などにより下水道管を再構築します。

下水道管の再構築のイメージ

更生工法のイメージ

　コンクリート表面の劣化や鉄筋の
腐食などにより、下水道管の強度が
低下します。

　下水道管の内面に硬質塩化ビニル
材などを巻いて補強します。道路を掘
らないので安く、早くリニューアルが
できます。

再構築中の下水道管

再構築前の下水道管

　　　　　枝線の再構築
・区部の下水道管は全体で約16,000kmあり、このうち、法定耐用年数（50年）を超えた下水道管は既に
1,800kmに達し、今後20年間で8,900kmに増加するため、アセットマネジメント手法を活用し、法定耐用
年数より30年程度延命化を図り、経済的耐用年数（80年程度）で効率的に再構築します。

取組内容

・中長期的な事業の平準化を図るため、区部を整備年代により三期に分けて進めます。このうち整備年代の古
い都心4処理区（第一期再構築エリア）の再構築を優先して進め、令和11年度までに完了させます。

※アセットマネジメント手法：施設の状態を評価し、適切な維持管理を行うとともに、ライフサイクルコスト
や中長期的な再構築事業の平準化などを勘案しつつ、計画的かつ効率的に資産を管理する手法

※経済的耐用年数：建設費と維持管理費を加えた総費用（ライフサイクルコスト）を経過年数で除した年平均
費用が最小になる年数

　　　再構築
　明治時代に始まった区部の下水道事業は、平成6年度末に100％普及概成に至りました。しかし、初期
に整備した施設の老朽化が進んでいます。
　お客さまへ将来にわたって安定した下水道サービスを提供するため、施設の延命化を図りつつ、老朽化
対策とあわせて、雨水排除能力の増強や耐震性の向上などを効率的に図る再構築を計画的に推進します。

施策

７　区部における主要施策

区部区部
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下水道管の年度別整備延長（ｋｍ）
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第一期エリア
再構築済

年度

再
構
築

再
構
築

再
構
築

再構築開始（平成7年度）普及概成（平成6年度）

第三期

普及のピーク時の
半分程度に平準化

令和11年度
までに再構築
完了時点での

平均経過年数80年程度

下水道の普及 経済的耐用年数80年程度で再構築

再構築エリアと平均経過年数

　　　　　幹線の再構築
・幹線は、大量の下水を集めて水再生センターやポンプ所へ流下させる下水道管網の骨格をなす管路です。道
路を掘らずに下水道管を内側から補強する更生方法を活用して再構築を推進します。

取組内容

　　　　　水再生センター、ポンプ所の再構築
・老朽化した水再生センターやポンプ所を再構築することで、将来にわたって安定的に下水を処理する機能や
雨水を排除する機能などを確保します。

取組内容

・昭和30年以前に建設されて老朽化した47幹線や管内調査に基づき対策が必要
な幹線などを優先して再構築を進めます。

・水位が高いなどの理由により再構築工事を行うことが困難な幹線について
は、先行して下水の流れを切り替えるために必要となる代替幹線などの整備
を進めます。

・老朽化対策とあわせて雨水排除能力の増強や耐震性の向上、エネルギー活用の高度化や温室効果ガスの削減
などを効率的に図る再構築を計画的に推進します。

・施設は、定期的な点検・調査に基づく補修や腐食対策などを行うことにより可能な限り延命化し、機能向上
が必要な施設から順次再構築します。

・設備は、アセットマネジメント手法を活用し、計画的な補修により法定耐用年数を2倍程度延命化し、経済
的耐用年数で効率的に再構築します。

●大規模事業の情報発信
　「千代田幹線整備事業」
はこちら

下水道管のアセットマネジメントのイメージ
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・時間50ミリの降雨への対応として、浸水の危険性が高い対策促進地区に加えて、浅く埋設された幹線
の流域などの重点地区でも対策を実施します。
・時間75ミリの降雨への対応として、浸水の影響が大きい大規模地下街や特に甚大な被害が発生している

　市街地対策地区で時間75ミリの降雨に対
応する施設整備を推進します。
・50ミリ拡充対策地区では時間50ミリを超
える降雨にも対応する施設整備を推進し
ます。雨水調整池の整備雨水調整池の整備

大規模地下街対策大規模地下街対策

浸水対策幹線の整備浸水対策幹線の整備

暫定貯留管の整備暫定貯留管の整備

ポンプ所の能力増強ポンプ所の能力増強

雨水浸透施設
（宅地内）
雨水浸透施設
（宅地内）

バイ
パス
管

バイ
パス
管

既設
の主
要枝
線

既設
の主
要枝
線

既設の幹線

既設の幹線増補管
増補管

（下水道管の能力を超える
雨水を貯留）

（下水道管の能力を超える
雨水を貯留）

（時間75ミリ降雨
への対応）

（時間75ミリ降雨
への対応）（下水道管の能力を超える

 雨水を暫定的に貯留） 
（下水道管の能力を超える
 雨水を暫定的に貯留） 

（新たなポンプ所の建設）
（ポンプの増設や
 先行待機形ポンプの導入）

（新たなポンプ所の建設）
（ポンプの増設や
 先行待機形ポンプの導入）

（新たな幹線を整備して雨水排除能力を増強）（新たな幹線を整備して雨水排除能力を増強）

浸水対策のイメージ

ポンプ所

　　　浸水対策
　浸水対策を推進することで都市機能を確保し、お客さまが安全に安心して暮らせる東京を実現します。
　「東京都豪雨対策基本方針（改定）」に基づき、時間50ミリの降雨に対応する施設を整備するととも
に、大規模地下街や甚大な被害が発生している地区では、整備水準をレベルアップした施設の整備を推進
していきます。

施策

新たな幹線を整備し、幹線内の水位を下
げることで、1時間50ミリ降雨に対し浸
水被害を解消

幹線の水位が上昇すること
で雨水が逆流し、地盤の低
い箇所で浸水被害が発生

50ミリ対策幹線

浅く埋設された幹線

水位を低下

浅く埋設された幹線

対策促進地区の浸水発生イメージ

幹線内の水位が上昇し、く
ぼ地、坂下等で浸水被害が
発生

重点地区（浅く埋設された幹線の流域）の浸水発生イメージ

50ミリ施設整備の対策イメージ

50ミリ拡充対策地区の整備イメージ市街地対策地区（75ミリの降雨に対応）の整備イメージ

50ミリ施設整備（対策促進地区、重点地区）のイメージ

●対策促進地区での取組例
　「東尾久浄化センター西日暮里系ポンプ棟」

●大規模事業の情報発信
　「豪雨から東京を守る！下水道局の浸水
対策事業」はこちら

区部区部区部区部
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　　　　　下水道管とマンホールの接続部の耐震化
・これまでに避難所や災害拠点病院などの施設から排水を受け入れる下水道管の対策を完了し、現在は、災害
復旧拠点や新たに指定された避難所、防災上重要な施設などに対象を拡大して耐震化を推進しています。

　　　　　マンホールの浮上抑制対策
・液状化の危険性の高い地域において、これまでに緊急輸送道路などの対策を完了し、現在は、避難所などと
緊急輸送道路を結ぶ道路や地区内残留地区に対象を拡大して対策を推進しています。

　　　震災対策
　首都直下地震などの地震や津波への震災対策を推進することで、下水道機能を確保するとともに、緊急
輸送道路などの交通機能を確保します。

施策

取組内容

取組内容

下水道管の耐震化のイメージ

・避難所やターミナル駅などのトイレ機能を確保
・避難所などと緊急輸送道路を結ぶ道路の交通機能を確保
・地区内残留地区のトイレ機能、交通機能を確保残 機能、交 機能 確保

※地区内残留地区：地区の不燃化が進んでおり、万が一火災が発生しても、地区内に大規模な延焼火災の恐れ
がなく、広域的な避難を要しない区域

※

・停電などの非常時の電力を確保するため、非常用発
電設備の整備などとともに、運転に必要な燃料の安
定的な確保を図ります。

　　　　　非常時の自己電源の確保

ガスタービン発電機(13,000kVA)

・想定される最大級の地震動に対し、震災後においても必ず確保すべき機能を維持するために、耐震対策を
実施します。

　　　　　水再生センター、ポンプ所の耐震対策

【下水道管とマンホールの接続部の耐震化】 【マンホールの浮上抑制対策】

・地震により下水道管とマンホールの接続部
が損傷するおそれがあるため、下水道機能
を確保する耐震化を実施しています。

マンホールの浮上被害事例
（東日本大震災・平成23年、浦安市）

・液状化現象によるマンホールの浮上の被害
が生じるおそれがあるため、交通機能を
確保する対策を実施しています。

・液状化現象による過剰な水圧をマンホール
内に逃がして浮上を抑制します。

水再生センター

取組内容

取組内容

揚水機能
（沈砂池/ポンプ施設）

簡易処理機能
（第一沈殿池）

消毒機能
（塩素接触槽）

反応槽

汚汚泥泥処処理理

第二沈殿池

※赤字は、耐震対策を図る施設

区部区部区部区部
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　　　合流式下水道の改善
・汚水と雨水を同じ一本の下水道管で流す合流式下水道では、晴天日と弱い雨の日には、下水の全量を水
再生センターに集めて処理しますが、強い雨が降ると、市街地を浸水から守るため、汚水まじりの雨水
を河川沿いの吐口やポンプ所から河川や海などに放流します。
・河川や海などの水質改善を図るため、貯留施設などの整備を進めます。

雨天時の合流式下水道の吐口からの放流 貯留施設（芝浦水再生センター） 沈殿施設の改造による高速ろ過施設の整備イメージ

・雨天時に合流式下水道から河川や海などへ放流される汚濁負荷量を削減するため、降雨初期の特に汚れた下水
を貯留する施設を整備しています。貯留した下水は、雨が止んだ後に水再生センターに送水して処理します。

合流式下水道の改善イメージ

施策

●大規模事業の情報発信
　「千代田幹線整備事業」
はこちら

　　　高度処理
・東京湾の赤潮の発生日数の削減に向け、その発生要因の一つである下水処理水のちっ素、りんの一層の削減
が必要となっています。

・ちっ素、りんをより多く除去できる準高度処理や「新たな高度処理」（嫌気・同時硝化脱窒処理法）の導入
を進め、下水処理水の水質をより一層改善してきます。

　　　汚泥処理の信頼性の向上と効率化
・下水を処理するときに発生する汚泥を適切に処理処分することで、将来にわたって安定的に下水を処理する
機能を確保します。

・

・

・

これまでの処理法と比較して電力使
用量を増やさず一定程度の水質改善
が可能な準高度処理を既存施設の改
造により導入し、水質改善を早期に
進めます。
準高度処理で水質改善が不十分な場
合には、適用可能な既存施設に水質
改善と省エネルギーの両立が可能な
「新たな高度処理」（嫌気・同時硝化
脱窒処理法）を導入します。
「新たな高度処理」を導入できない
施設については、新技術を開発し、
導入します。

（嫌気・同時硝化脱窒処理法）

・送泥ルートの複数化や水再生センター間で相互送泥できる施設の整備を推進し、汚泥処理の信頼性の向上を図
ります。

・汚泥処理キーステーション※を整備し、汚泥処理を効率化するとともに、バックアップ機能を確保します。

・汚泥の全量焼却による減量化や、セメント原料な
どへの資源化を推進し、埋立処分場の延命化を図
ります。

　水再生センターおよび汚泥処理キーステーショ
ン間で送泥量を適切に配分することにより、焼却
炉の運転台数を削減可能

※汚泥処理キーステーション：水再生センター間
の送泥量を調整し、平常時の効率的な運転と非
常時のバックアップ機能を担う汚泥処理施設10

Ａ 水再生センター

20

Ｂ 水再生センター

凡例

焼却炉
（当初）
焼却炉
（対策後）

効率的な運転(100)

削減削減

100

70 100

100 100 100

汚泥処理キーステーションの整備効果（効率化のイメージ）

・粒度調整灰を有効利用した鉄筋コンクリート管や
組立マンホールなどのコンクリート二次製品を、
東京都の公共工事で利用拡大します。

下水汚泥の資源化（粒度調整灰）

施策

施策

「　 」
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汚泥処理キーステーション

（送泥10） （送泥20）

区部区部区部区部
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（左：損傷した陶管製の取付管　右：硬質塩化ビニル管に取替えた取付管） （ミラー方式テレビカメラによる下水道管の調査）

汚泥処理のバックアップ例
（三河島水再生センターから東部スラッジプラントに

送泥できない場合）

　　　維持管理の充実
　下水道管や水再生センターなどを適切に維持管理し、将来にわたって安定的に下水道機能を確保します。
施策

　　　　　下水道管の維持管理
　定期的な下水道管の調査や下水道施設に起因する道路陥
没原因の内、その原因の約7割を占める損傷した取付管の計画
的な取り替えなど、予防保全を重視した維持管理を行います。

取組内容

　　　　　水質改善と省エネルギーの
両立

　水質改善による良好な水環境の実現への貢献
と、電力使用量の削減による省エネルギーの両立
を目指して、処理水質とエネルギー使用量の二つ
の指標を用いた二軸管理手法を活用し、水再生セ
ンターごとに水処理施設の運転を最適化します。

取組内容 　　　　　水再生センター、ポンプ所
　の維持管理の充実

　送泥管の複数化が未整備の区間について、危機
管理対応を強化するため、相互送泥施設を活用
し、バックアップ体制を整備します。

取組内容

★目指す方向
水質改善、電力量削減を両立

新河岸
水再生センター

みやぎ
水再生センター

東部
　スラッジプラント

落合
水再生センター

三河島
水再生センター

浮間
水再生センター

小菅
水再生センター

葛西
水再生センター

整備中

：通常時の送泥ルート

：バックアップ送泥ルート

：汚泥処理を行っている
  水再生センター等

設備の改良などや運転管理の
工夫により水質改善と電力使
用量削減の両立を実現できた
例
翌年度は、さらなる運転管理の
工夫により両立を推進

前年度

今年度

送風量を減らし、電力使用量の
削減を優先した例
翌年度は、電力使用量を減らし
た条件の中で、水質改善に取
組み両立を目指す

・

・

・

・

非常用発電機
（北多摩一号水再生センター）

管内水位が高く老朽化が進んでいる幹線
（マンホール内から撮影した乞田幹線）

省エネルギー型の脱水機に再構築
（清瀬水再生センター）

NaS電池
（浅川水再生センター）

施工中施工前施工前

施設の耐震化実施例（コンクリート増打ち）
（南多摩水再生センター）

　　　下水道幹線・水再生センターの再構築
　老朽化対策とあわせて、耐震性の向上、エネルギー活用の高度化や温室効果ガスの削減などを効率的に
図る再構築を計画的に推進します。設備はアセットマネジメント手法を活用し、経済的耐用年数で効率的
に再構築します。また、幹線は、幹線調査に基づき、対策が必要な幹線を優先して再構築を進めます。

施策

　　　震災対策
　想定される最大級の地震動に対し、震災後においても必ず確保すべき機能を維持するため、必要最低限
の施設能力を確保する耐震対策を進めていきます。また、停電などの非常時の電力を確保するため、非常
用発電設備の整備などとともに、運転に必要な燃料の安定的な確保を図ります。

施策

再構築前

再構築後

８　流域下水道における主要施策

流域流域区部区部




